
 

京都市歴史的建築物保存活用計画作成に係る補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は，本市における歴史的建築物の保存及び活用を図ることを目的として，京都

市歴史的建築物の保存及び活用に関する条例（以下「保存条例」という。）に基づき，保存活用

計画を作成する対象建築物の所有者に対して交付する京都市歴史的建築物保存活用計画作成に

係る補助金（以下「本件補助金」という。）について，京都市補助金等の交付等に関する条例（以

下「補助金条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるものの

ほか，必要な事項を定めるものとする。なお，この要綱において使用する用語は，この要綱に

おいて定めのない限り，建築基準法，建築基準法施行令及び保存条例において使用する用語の

例による。 
 

（補助対象建築物） 

第２条 本件補助金の交付の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は，次に掲げ

る基準のいずれにも適合するものとする。 
 ⑴ 本市の区域内に存する建築物であること（ただし，本市の区域外に存する建築物を本市の

区域内に新築する場合はこの限りでない。）。 

 ⑵ 保存条例第２条第２項第１号で規定する対象建築物であること。 

 ⑶ 国，地方公共団体その他の公共的団体が所有するもの以外のものであること。 

 

（保存活用計画の要件） 

第３条 保存活用計画は，建築士法第２３条の３第１項の規定により登録を受けている一級建築

士事務所，二級建築士事務所又は木造建築士事務所に属する一級建築士，二級建築士又は木造

建築士が作成するものでなければならない。 
２ 保存活用計画は，保存条例第３条第１項の規定による保存建築物として登録することを提案

する際に必要な内容を満たしていること。 
 

（補助対象費用） 

第４条 本件補助金の交付の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は，第６条第２項

の規定による通知を受けて行う保存活用計画の作成（以下「補助事業」という。）に要する費用

とする。ただし，国，地方公共団体その他の公共的団体から，建築物の保存活用計画の作成に

含まれる業務と同種類似の業務（耐震診断，耐震改修工事の設計等）に対して補助金を受けて

いる場合は，保存活用計画の作成のうち当該同種類似の業務を除いた部分に要する費用とする。 
２ 補助事業に係る消費税相当額は，補助対象費用に含めることができない。 
 

（補助金額） 
第５条 本件補助金の額は，補助対象費用の合計額に３分の２を乗じて得た額又は次の号に掲げ

る額のいずれか少ない額とする。 
 ⑴ 京町家等の木造建築物であり，平屋又は２階建てかつ延べ面積２００㎡以下のもの 

   ２，０００，０００円 

 ⑵ 非木造建築物又は前号に掲げるもの以外の木造建築物 

   ５，０００，０００円 



 

２ 前項の規定に基づき算出した額に１，０００円未満の端数があるときは，これを切り捨てた

額とする。 
 

（交付の申請） 
第６条 本件補助金の交付の申請をしようとする者（補助対象建築物の所有者に限る。以下「申

請者」という。）は，補助事業の着手前に，補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類

を添えて，市長に提出しなければならない。 
 ⑴ 第２条第１号及び２号に適合することを証する書面 

 ⑵ 申請者が補助対象建築物の所有者であることを証する書面 

 ⑶ 申請者以外に補助対象建築物が存する敷地（保存活用計画において，補助対象建築物を他

の敷地に新築することとする場合にあっては，当該敷地。）について所有権又は借地権を有す

る者がある場合は，補助事業及び作成しようとする保存活用計画の概要に関するこれらの者

の同意書 

 ⑷ 申請者以外に補助対象建築物について所有権を有する者がある場合は，補助事業及び作成

しようとする保存活用計画の概要に関するこれらの者の同意書 

 ⑸ 付近見取図，現状配置図及び現状平面図等，補助対象建築物の現状を示す図書 

 ⑹ 保存活用計画の概要を確認できる図書 

 ⑺ 補助事業に要する費用の見積書 

 ⑻ その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は，前項の規定による補助金交付申請書の提出を受け，当該補助金交付申請書の内容を

審査し，第２条から第５条までの規定及び保存条例第１条の目的に適合していると認めた場合

は，補助金条例第１０条の規定による決定をし，交付決定通知書（第２号様式）により申請者

に通知する。 
３ 前項の規定による通知（以下「交付決定通知」という。）を受けた申請者（以下「認定申請者」

という。）は，交付決定通知を受けた日（以下「交付決定通知日」という。）から補助事業に着

手することができる。 
 

（補助事業の履行期間） 

第７条 認定申請者は，原則として，交付決定通知日の属する会計年度の３月２９日（以下「完

了期日」という。）までに補助事業を完了し，補助事業の実績を報告しなければならない。ただ

し，市長がやむを得ないと認める場合は，この限りでない。 
 

（補助事業の内容変更等及び中止の申請） 

第８条 認定申請者は，交付決定通知を受けた後，補助事業の内容若しくは補助対象費用を変更

したとき又は補助事業が完了期日までに完了する見込みがないときは，速やかに補助事業変更

等申請書（第３号様式）によりその旨を市長に申請し，市長の承認を受けなければならない。 
２ 認定申請者は，交付決定通知を受けた後，補助事業を中止しようとするときは，補助事業中

止申請書（第４号様式）によりその旨を市長に申請し，市長の承認を受けなければならない。 
３ 市長は，前２項の規定による申請書の提出を受けた場合において，当該申請書の内容を認め

るときは，補助事業変更等承認通知書（第５号様式）により申請者に通知する。 
 
（実績の報告） 



 

第９条 認定申請者は，補助事業が完了した日から３０日以内又は完了期日のいずれか早い期日

までに，補助事業実績報告書（第６号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて実績を報告しな

ければならない。 
 ⑴ 京都市歴史的建築物の保存及び活用に関する条例施行規則第３条の規定による図書 

 ⑵ 補助事業に係る契約書の写し 

 ⑶ 補助事業に要した費用を支出したことを証する領収書の写し 

 ⑷ その他市長が必要と認める図書 

 
（交付額の決定） 
第１０条 市長は，前条の規定による報告を受けた日から３０日以内に補助金条例第１９条の規

定による交付額の決定をし，交付額決定通知書（第７号様式）により認定申請者に通知する。

ただし，当該期間内に決定できない合理的な理由がある場合は，当該期間を延長することがで

きる。 
 
（請求） 
第１１条 本件補助金の請求は，前条の規定による通知を受けた日から３０日以内に，補助金請

求書（第８号様式）によって行わなければならない。 
 
（交付決定通知又は本件補助金交付決定の取消し） 
第１２条 認定申請者が第８条第１項の規定による申請を怠った場合又は完了期日を過ぎても第

９条の規定による報告をしなかった場合は，交付決定通知が行われなかったものとみなす。 
２ 認定申請者が第８条第２項の規定による補助事業の中止の申請をし，市長の承認を受けたと

きは，交付決定通知が行われなかったものとみなす。 
３ 市長は，認定申請者が補助事業により作成した補助対象建築物の保存活用計画を，保存条例

第３条第１項及び第２項に定める提案に使用しなかったときは，本件補助金の交付の決定の全

部若しくは一部を取り消し，又は交付額を変更することができる。 
４ 市長は，補助対象建築物について建築基準法の違反の是正を求める行政指導を行った場合に

おいて，認定申請者が当該指導に従わないときは，本件補助金の交付の決定の全部若しくは一

部を取り消し，又は交付額を変更することができる。 
 
（報告の徴収） 
第１３条 市長は，補助事業の実施状況等の確認に必要な限度において，認定申請者に対し，当

該補助事業の実施状況等を報告させることができる。 
 
（保存建築物への登録の努力義務） 
第１４条 本件補助金の交付を受けた者は，補助事業により作成した補助対象建築物の保存活用

計画を，保存条例第３条第１項及び第２項に定める提案に使用するよう努めなければならない。 
 
（雑則） 
第１５条 この要綱の施行に関し必要な事項は，都市計画局建築指導部長が定める。 
 
   附 則 



 

 
 この要綱は，平成２６年７月２２日から施行する。 
 
   附 則 
 
 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 
 この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 

１ この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 
２ この要綱の施行の際現に第６条第２項の規定による交付の決定を受けているものに対する

この要綱の適用については，なお従前の例による。 
 
   附 則 
 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
 
様式 
第１号様式 補助金交付申請書 
第２号様式 交付決定通知書 

第３号様式 補助事業変更等申請書 

第４号様式 補助事業中止申請書 
第５号様式 補助事業変更等承認通知書 
第６号様式 補助事業実績報告書 

第７号様式 交付額決定通知書 

第８号様式 補助金請求書 
 
 
 


